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O22-05
子育て期女性の就労と家事の相互健康影響 :
baseline data 7- 有配偶者の健康・幸福感
永谷　照男 1）、日比野　稔 2）、近藤　康明 2）

1）名古屋市立大学大学院　医学研究科　公衆衛生学、2）国際セ
ントラルクリニック

O22-04
中小企業における良好事例から見た「がん治療
と職業生活の両立支援」のあり方
安部　仁美 1）、錦戸　典子 2）、吉川　悦子 3）、
佐々木　美奈子 4）、伊藤　美千代 4）、須藤　ジュン 5）、
渡井　いずみ 6）

1）株式会社　OH コンシェルジュ、2）東海大学大学院健康科学研
究科看護学専攻、3）東京有明医療大学看護学部、4）東京医療保
健大学医療保健学部、5）株式会社オリエンタルコンサルタンツ、
6）名古屋大学大学院医学系研究科看護学専攻

目的　「働くことと健康に関する調査研究、http://www.med.
nagoya-cu.ac.jp/kouei.dir/moku%20sinkou.html」の女性版は子
育て期女性を 7 年間追跡し、就労と家事が生活習慣や健康指標
に与える影響の評価を目指す。今回、その baseline data で有配
偶女性の就労や子育てと健康・幸福感との関連を示す。 資料は
健診成績と面接問診より .
対象者　同意を得た健診受診女性 5,737 名のうち、25-49 歳の
有配偶者から「収集後の同意撤回者、対象資料欠損者、重複者、
妊娠中、休職者、学生」を除く 2,763 名 . 
健康・幸福感　単一質問で、健康感は「1: とても良い、2: 良い、
3: あまり良くない、4: 良くない」から 3, 4 の選択者を「不健康」、
幸福感は「1: ほぼいつも、2: ときどき、3: まれに、4: まったく
ない」から 3, 4 の選択者を「不幸」とした。「不健康」、「不幸」
は各々 n=494(17.9%)、222(8.0%).
就労　3 群 -1 日就労時間と 1 週就労日数から 1 週就労時間を求
め、0 ／≦ 35 ／ 35 ＜ h/w、n=850 ／ 979 ／ 934.
子育て　3群 -無／末子年齢＜6／6≦、n=845／712／1,206.
交絡因子　6 項目の群変数　1] 年齢 : 5 群 -5 歳間隔、平均
(SD)=39.7(5.0) 歳 .　2] BMI: 4 群 -4 分位、平均 (SD)=20.7(2.9) 
kg/m2.　3] 治療中疾病: 2群-無／有、n=2,065／698.　4] 飲酒: 
3 群 - 週 alcohol 量が 0 ／≦ 25 ／ 25 ＜ g/w、n=1,443 ／ 609
／711.　5] 喫煙 : 3群 -非／既／現、n=2,240／323／200.　6] 
運動 : 3 群 - 週運動時間が 0 ／≦ 100 ／ 100 ＜ m/w、n=1,790
／ 547 ／ 426.
統計処理　上記全交絡因子を含む logistic regression analysis で
就労 3 群、子育て 3 群、および 3 × 3=9 群で「不健康」、「不幸」
odds ratio (OR) を算出 .
結果　就労時間が長いほど「不健康」、「不幸」OR が大きい。一方、
子育ては「不健康」OR と関連なく、子が幼年で「不幸」OR が
小さい ( 以上、下表参照 )。3 × 3=9 群では、就労と子育ての「不
健康」、「不幸」OR への交互作用なし . 
まとめ　有配偶女性では、1) 就労時間が長いほど健康感と幸
福感が低く、働き方を考慮すべき .　2) 子育ての有無は健康感
と関連しない。幼年児の子育ては、子育てなしや年長児の子育
てに比し、幸福感が高い .　3) 就労と子育ては相互に独立して、
健康・幸福感と関連する .
附　A] 名古屋市立大学大学院医学研究科倫理審査委員会の承認
ずみ (No. 359-4).　B] 研究費 : 三菱財団、日本健康増進財団、ヘ
ルス・サイエンス・センター、愛知健康増進財団の助成金およ
び文科省科研費 .　C] COI: none.

【背景と目的】がん治療と職業生活の両立支援体制の構築は、が
んに罹患し就労を継続している労働者（以下、がん就労者）にとっ
ても、それを支える周囲の人々にとっても重要な課題である。
厚生労働省は 2016 年 2 月に「事業場における治療と職業生活
の両立支援のためのガイドライン」を公表し、治療と職業生活
の両立支援の浸透を図っている。しかし、がん診断時に約 2 ‐
3 割が離職を選択したという研究結果からも、がん治療と職業
生活の両立に向けた厳しい現実がある。特に人的・物的資源に
一定の制約がある中小企業ではさらに難しい状況も伺え、中小
企業における両立支援のあり方を早急に検討することが重要と
考えられる。そこで、がん就労者に対する中小企業での支援に
関する良好事例から見た、がん治療と職業生活の両立支援のあ
り方を明らかにすることを目的に、本研究を行った。

【方法】平成 26 年度の東京都「がん患者の治療と仕事の両立へ
の優良な取組を行う企業表彰事業」表彰企業、および平成 27
年度の東京都「職域連携がん対策支援事業」取組み企業のうち、
研究協力承諾を得た 7 社の経営者または人事労務担当者を対象
とした。がん就労者への支援内容と職場づくりの工夫点につい
て60分程度の半構成的インタビューを実施した。インタビュー
記録を繰り返して読み、目的に沿った語りを抽出してコード化
し、コードの共通性に着目してカテゴリー化した。なお、本研
究は東海大学健康科学部倫理委員会の承認を得て実施した。

【結果】分析の結果、中小企業における両立支援のあり方として、
6 つのカテゴリーが抽出された。社員の健康を重視する社長の
方針が明確で経営理念や社是にも明示するなどの「健康重視の
社長方針と経営理念の周知」、本人・家族が病気になっても互い
に支え合えるよう社員同士のつながりやコミュニケーションを
強化する「職場での相互支援・コミュニケーションの促進」、通
院等のための休みの取りやすさやがん検診のための特別休暇・
費用補助による受診奨励など「休暇取得とがん検診の奨励」、短
時間勤務や軽作業への配置転換などの対応を柔軟に行う「勤務
時間と勤務内容の柔軟な工夫」、上司や人事担当者が体調に合わ
せた無理のない働き方について相談にのり情報提供するなどの

「上司・人事担当者による細やかな相談対応」、両立支援に関す
る情報を得て外部の医療専門職に相談するといった「外部資源
との連携や情報の活用」、の６つであった。

【考察】がん治療と職業生活の両立支援の良好事例から質的記
述的に検討した結果、制度がなくても柔軟な対応ができている
こと、その基盤として日頃から良好な相互支援の風土づくりを
していることなど、中小企業における両立支援の特徴が伺えた。
中小企業ならではの強みを活かしながら、経営者自ら輝く人材
を育てその家族も大切にしていること、社員と普段から密なコ
ミュニケーションをとっていること、がん就労者が職場の上司・
同僚に治療や体調等について伝えることができると職場での共
通理解が深まり支援にプラスに働くことなど、中小企業におけ
る両立支援の推進に向けた今後のヒントが多数得られた。※本
研究は平成 28 年度厚生労働科研がん対策推進総合研究事業「働
くがん患者の職場復帰支援に関する研究－病院における離職予
防プログラム開発評価と、企業文化づくりの両面から」（研究代
表者 高橋都）の分担研究（研究分担者 錦戸典子）として実施した。
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